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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】誘電体導波路ケーブルの端面を高精度で切断し
位置合わせする必要がなく、誘電体導波路ケーブルを接
続する困難さ及びコストを低減する方法及び装置を提供
する。
【解決手段】第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグ
メントと第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメン
トとを、それらの側面が互いに隣接して配置された状態
で並列して配列し、セグメントとの間の電磁結合を介し
て誘電体導波路ケーブルを結合させる。
【選択図】図３ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　誘電体導波路ケーブルを結合させる方法であって、
　第１の誘電体導波路ケーブル（１００）のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル（
２００）のセグメントとが、それらの側面が互いに隣接して配置された状態で、並列して
配列され、その結果、電磁波信号が、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記
セグメントと前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントとの間の電磁
結合を介して前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）から前記第２の誘電体導波路ケ
ーブル（２００）に伝送され得るように、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）と
前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）とを位置づけるステップを含む、方法。
【請求項２】
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメントと前記第２の誘電体導波
路ケーブル（２００）の前記セグメントとの間の電磁結合領域が結合区間として定義され
、
　前記結合区間において、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメント
および前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントの各々の軸方向の長
さが結合長（Ｌ）として定義され、
　前記結合区間において、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメント
の中心線と前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントの中心線との間
の間隔が結合間隔（ｄ）として定義される、
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記結合長（Ｌ）および前記結合間隔（ｄ）は、所定の動作周波数範囲内の前記電磁波
信号が前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）から前記第２の誘電体導波路ケーブル
（２００）に最小損失で伝送されるように設定される、
請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記結合長（Ｌ）および前記結合間隔（ｄ）が、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１
００）および前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の断面形状、幾何学的寸法、お
よび材料特性パラメータ、ならびに前記電磁波信号の動作周波数に基づいて決定される、
請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）および前記第２の誘電体導波路ケーブル（
２００）の各々が、少なくとも、ファイバコア（１１０、２１０）と、前記ファイバコア
（１１０、２１０）を保護するために前記ファイバコア（１１０、２１０）のまわりに被
覆されたクラッド（１２０、２２０）とを含む、
請求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）および前記第２の誘電体導波路ケーブル（
２００）の各々が、円形断面、多角形断面、または楕円形断面を有する、
請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）および前記第２の誘電体導波路ケーブル（
２００）の各々の前記ファイバコア（１１０、２１０）が、円形断面、多角形断面、また
は楕円形断面を有する、
請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）および前記第２の誘電体導波路ケーブル（
２００）の各々が、前記クラッド（１２０、２２０）のまわりに被覆された外側保護層を
さらに含み、
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　前記方法が、
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）と前記第２の誘電体導波路ケーブル（２０
０）とを位置づける前に、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメント
の前記保護層と前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントの前記保護
層とを剥がすステップ
をさらに含む、
請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　誘電体導波路ケーブルを結合させる装置であって、
　第１の誘電体導波路ケーブル（１００）のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル（
２００）のセグメントとが、それらの側面が互いに隣接して配置された状態で、並列して
配列され、その結果、電磁波信号が、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記
セグメントと前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントとの間の電磁
結合を介して前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）から前記第２の誘電体導波路ケ
ーブル（２００）に伝送され得るように、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）と
前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）とを位置づけるように構成された保持デバイ
スを備える、装置。
【請求項１０】
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメントと前記第２の誘電体導波
路ケーブル（２００）の前記セグメントとの間の電磁結合領域が結合区間として定義され
、
　前記結合区間において、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメント
および前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントの各々の軸方向の長
さが結合長（Ｌ）として定義され、
　前記結合区間において、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）の前記セグメント
の中心線と前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記セグメントの中心線との間
の間隔が結合間隔（ｄ）として定義される、
請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記結合長（Ｌ）および前記結合間隔（ｄ）は、所定の動作周波数範囲内の前記電磁波
信号が前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）から前記第２の誘電体導波路ケーブル
（２００）に最小損失で伝送されるように設定される、
請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記結合長（Ｌ）および前記結合間隔（ｄ）が、前記第１の誘電体導波路ケーブル（１
００）および前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の断面形状、幾何学的寸法、お
よび材料特性パラメータ、ならびに前記電磁波信号の動作周波数に基づいて決定される、
請求項１１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記保持デバイスが、
　前記第１の誘電体導波路ケーブル（１００）を位置づけるように構成された第１の位置
決め溝を有する第１の位置決め部材と、
　前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）を位置づけるように構成された第２の位置
決め溝を有する第２の位置決め部材と
を含む、
請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記第１の位置決め部材および前記第２の位置決め部材が、前記第１の誘電体導波路ケ
ーブル（１００）の前記セグメントと前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記
セグメントとの間の前記結合長（Ｌ）を調節するために互いに対して第１の方向に移動で
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きるように配設される、
請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記第１の位置決め部材および前記第２の位置決め部材が、前記第１の誘電体導波路ケ
ーブル（１００）の前記セグメントと前記第２の誘電体導波路ケーブル（２００）の前記
セグメントとの間の前記結合間隔（ｄ）を調節するために互いに対して前記第１の方向に
垂直な第２の方向に移動できるように配設される、
請求項１４に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、２０１５年１２月９日に中国国家知識産権局に出願された中国特許出願第Ｃ
Ｎ２０１５１０９０４２０９．５号の利益を主張し、その開示全体が参照により本明細書
に組み込まれる。
【０００２】
　本開示の実施形態は、一般に、２つの誘電体導波路ケーブルを結合させる方法と、２つ
の誘電体導波路ケーブルを結合させる装置とに関する。
【背景技術】
【０００３】
　現在、２つの誘電体導波路ケーブルは、一般に、対面接続方法で互いに接続されている
。対面接続方法は、２つの光ケーブルを接続する方法と実質的に同じである。この接続方
法では、最初に、２つの誘電体導波路ケーブルの２つの端面を高精度で切断し、次に、２
つの誘電体導波路ケーブルの軸が互いに位置合わせされるように２つの誘電体導波路ケー
ブルの端面を正確に位置合わせする必要がある。このようにして、２つの誘電体導波路ケ
ーブル間の接続を実現することが可能である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　誘電体導波路ケーブルを接続する既存の技術では、誘電体導波路ケーブルの端面を高精
度で切断し位置合わせする必要であるので、一般に、切断および位置合わせ誤差は、多く
の場合、０．０１ｍｍ未満に制御され、これは、非常に高いコストをもたらすことがある
。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示は、先行技術における上述および他の問題および欠点のうちの少なくとも１つを
解決するためになされる。
【０００６】
　２つの誘電体導波路ケーブルの結合を都合よく達成する誘電体導波路ケーブルを結合さ
せる方法を提供し、それによって、誘電体導波路ケーブルを結合させるコストを低減する
ことは有利であろう。
【０００７】
　本開示の１つの態様によれば、誘電体導波路ケーブルを結合させる方法が提供され、こ
の方法は、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセグメント
とが、それらの側面が互いに隣接して配置された状態で、並列して配列され、その結果、
電磁波信号が、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセグメ
ントとの間の電磁結合を介して第１の誘電体導波路から第２の誘電体導波路に伝送され得
るように、第１の誘電体導波路ケーブルと第２の誘電体導波路ケーブルとを位置づけるこ
とを含む。
【０００８】
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　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体
導波路のセグメントとの間の電磁結合領域が結合区間として定義される。結合区間におい
て、第１の誘電体導波路のセグメントおよび第２の誘電体導波路のセグメントの各々の軸
方向の長さが結合長として定義される。さらに、結合区間において、第１の誘電体導波路
のセグメントの中心線と第２の誘電体導波路のセグメントの中心線との間の間隔が結合間
隔として定義される。
【０００９】
　本開示の例示的な実施形態によれば、結合長および結合空間は、所定の動作周波数範囲
内の電磁波信号が第１の誘電体導波路から第２の誘電体導波路に最小損失で伝送されるよ
うに設定される。
【００１０】
　本開示の例示的な実施形態によれば、結合長および結合空間は、第１の誘電体導波路お
よび第２の誘電体導波路の断面形状、幾何学的寸法、および材料特性パラメータ、ならび
に電磁波信号の動作周波数に基づいて決定される。
【００１１】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の誘電体導波路および第２の誘電体導波路の
各々は、少なくとも、ファイバコアと、ファイバコアを保護するためにファイバコアのま
わりに被覆されたクラッドとを含む。
【００１２】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の誘電体導波路および第２の誘電体導波路の
各々は、円形断面、多角形断面、または楕円形断面を有する。
【００１３】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の誘電体導波路および第２の誘電体導波路の
各々のファイバコアは、円形断面、多角形断面、または楕円形断面を有する。
【００１４】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の誘電体導波路および第２の誘電体導波路の
各々は、クラッドのまわりに被覆された外側保護層をさらに含む。この方法は、第１の誘
電体導波路と第２の誘電体導波路ケーブルとを位置づける前に、第１の誘電体導波路のセ
グメントの保護層と第２の誘電体導波路のセグメントの保護層とを剥がすことをさらに含
む。
【００１５】
　本開示の別の態様によれば、誘電体導波路ケーブルを結合させる装置が提供され、この
装置は、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセグメントと
が、それらの側面が互いに隣接して配置された状態で、並列して配列され、その結果、電
磁波信号が、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセグメン
トとの間の電磁結合を介して第１の誘電体導波路から第２の誘電体導波路に伝送され得る
ように、第１の誘電体導波路と第２の誘電体導波路とを位置づけるように構成された保持
デバイスを備える。
【００１６】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体
導波路のセグメントとの間の電磁結合領域が結合区間として定義される。結合区間におい
て、第１の誘電体導波路のセグメントおよび第２の誘電体導波路のセグメントの各々の軸
方向の長さが結合長として定義される。結合区間において、第１の誘電体導波路のセグメ
ントの中心線と第２の誘電体導波路のセグメントの中心線との間の間隔が結合間隔として
定義される。
【００１７】
　本開示の例示的な実施形態によれば、結合長および結合空間は、所定の動作周波数範囲
内の電磁波信号が第１の誘電体導波路から第２の誘電体導波路に最小損失で伝送されるよ
うに設定される。
【００１８】
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　本開示の例示的な実施形態によれば、結合長および結合空間は、第１の誘電体導波路お
よび第２の誘電体導波路の断面形状、幾何学的寸法、および材料特性パラメータ、ならび
に電磁波信号の動作周波数に基づいて決定される。
【００１９】
　本開示の例示的な実施形態によれば、保持デバイスは、第１の誘電体導波路ケーブルを
位置づけるように構成された第１の位置決めえ溝を有する第１の位置決め部材と、第２の
誘電体導波路ケーブルを位置づけるように構成された第２の位置決め溝を有する第２の位
置決め部材とを含む。
【００２０】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の位置決め部材および第２の位置決め部材は
、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセグメントとの間の
結合長を調節するために互いに対して第１の方向に移動できるように配設される。
【００２１】
　本開示の例示的な実施形態によれば、第１の位置決め部材および第２の位置決め部材は
、第１の誘電体導波路のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセグメントとの間の
結合間隔を調節するために互いに対して第１の方向に垂直な第２の方向に移動できるよう
に配設される。
【００２２】
　本開示の様々な実施形態において、２つの隣接する誘電体導波路ケーブルは、２つの誘
電体導波路ケーブル間の方向性結合特性（directional coupling characteristics）を介
して並列結合（side-by-side coupling）方法で互いに結合される。そのような並列結合
方法は、２つの誘電体導波路ケーブルを、それらの側面を互いに近づけるように並列して
位置づけることしか必要とせず、その結果、高精度で端面を切断し位置合わせすることを
必要とせずに、より密な結合がそれらの間に形成される。電磁波信号は、２つの誘電体導
波路ケーブルの結合長および結合間隔を調節することにより２つの誘電体導波路ケーブル
の一方から他方に伝送され得る。それゆえに、誘電体導波路ケーブルを結合させる困難さ
およびコストを低減することが可能である。
【００２３】
　本開示では、２つの誘電体導波路ケーブルは、誘電体導波路ケーブル間の方向性結合特
性を介してより密な結合を形成するために誘電体導波路ケーブルの側面を互いに近づける
ように並列して位置づけられる。信号が誘電体導波路ケーブルに沿って誘電体導波路ケー
ブルの結合セグメントに入り、所定の距離を通って伝送された後、誘電体導波路ケーブル
の一方で搬送されたエネルギーは、それに結合された誘電体導波路ケーブルの他方に比較
的十分に伝送され、それによって、信号結合が達成されることになる。
【００２４】
　本開示の他の目的および利点は、添付図面を参照する以下の記述から明らかとなり、本
発明への包括的理解に役立つことになる。
【００２５】
　本開示の特徴および利点は、本開示への限定であるとして解釈されるべきでない添付図
面を参照してより明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】２つの誘電体導波路ケーブル間の方向性結合特性を介して達成される２つの隣接
する誘電体導波路ケーブル間の並列接続を示す概略原理図である。
【図２】本開示の一実施形態による２つの隣接する誘電体導波路ケーブルの断面を示す概
略図である。
【図３ａ】例１による、１５ｍｍの結合長Ｌをもつ、図２に示されたような２つの隣接す
る誘電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【図３ｂ】例２による、２２ｍｍの結合長Ｌをもつ、図２に示されたような２つの隣接す
る誘電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
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【図３ｃ】例３による、３０ｍｍの結合長Ｌをもつ、図２に示されたような２つの隣接す
る誘電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【図４】図２に示された２つの隣接する誘電体導波路ケーブルが互いに結合されたときの
例１、例２、および例３による挿入損失を示すグラフである。
【図５】本開示の別の実施形態による２つの隣接する誘電体導波路ケーブルの横断面を示
す概略図である。
【図６ａ】例４による、１２ｍｍの結合長Ｌをもつ、図５に示された２つの隣接する誘電
体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【図６ｂ】例５による、２４ｍｍの結合長Ｌをもつ、図５に示された２つの隣接する誘電
体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【図７ａ】図５に示された２つの隣接する誘電体導波路ケーブルが例４により互いに結合
されたときの理論的な挿入損失および実際の挿入損失を示す図である。
【図７ｂ】図５に示された２つの隣接する誘電体導波路ケーブルが例５により互いに結合
されたときの理論的な挿入損失および実際の挿入損失を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　本開示の実施形態が、添付図面を参照しながら以下に詳細に記述される。この記述にお
いて、同じまたは同様の参照番号は同じまたは同様の構成要素を参照する。添付図面を参
照しながら以下でなされる本開示の実施形態の記述は、本発明の概略の独創的着想につい
て説明するものであり、本発明への限定であるとして解釈されるべきでない。
【００２８】
　加えて、以下の詳細な記述では、説明を容易にするために、多くの特定の詳細が本開示
への完全な理解を提供するために述べられる。しかしながら、１つまたは複数の実施形態
は、これらの特定の詳細なしに明らかに実行することができる。他の場合には、よく知ら
れている構造およびデバイスが、図面を簡単化するために示される。
【００２９】
　本開示の一般的概念によれば、誘電体導波路ケーブルを結合させる方法が提供され、こ
の方法は、第１の誘電体導波路ケーブルのセグメントと第２の誘電体導波路ケーブルのセ
グメントとが、それらの側面が互いに隣接して配置された状態で、並列して配列され、そ
の結果、電磁波信号が、第１の誘電体導波路ケーブルのセグメントと第２の誘電体導波路
ケーブルのセグメントとの間の電磁結合を介して第１の誘電体導波路ケーブルから第２の
誘電体導波路ケーブルに伝送され得るように、第１の誘電体導波路ケーブルと第２の誘電
体導波路ケーブルとを位置づけるステップを含む。
【００３０】
　本開示の一実施形態による誘電体導波路ケーブルを結合させる方法が、図１から図４を
参照しながら以下に記述される。
【００３１】
　図１は、２つの誘電体導波路ケーブル１００、２００間の方向性結合特性を介して達成
される２つの隣接する誘電体導波路ケーブル１００、２００間の並列結合を示す概略原理
図である。
【００３２】
　本開示の例示的な実施形態では、誘電体導波路ケーブル１００、２００間の並列結合方
法が開示される。図１に示された実施形態では、第１の誘電体導波路ケーブル１００と第
２の誘電体導波路ケーブル２００とは、第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメント
（図１に「Ｌ」で示した領域内に配置された第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメ
ント）と、第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメント（図１に「Ｌ」で示した領域
内に配置された第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメント）とが、それらの側面が
互いに隣接して配置された状態で、並列して配列され、その結果、効果的な電磁結合が、
第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル２００の
セグメントとの間に発生されるように位置づけられる。このようにして、電磁波信号ｙは
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、第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル２００
のセグメントとの間の電磁結合を介して第１の誘電体導波路ケーブル１００から第２の誘
電体導波路ケーブル２００に伝送され得る（図１の破線で示されるように、しかしながら
、この破線は、物理的なまたは数学的な電磁結合または電磁伝送を表すのではなく、この
電磁結合を視覚的に表現することを単に意図していることに留意されたい）。
【００３３】
　図１に示すように、第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメントと第２の誘電体導
波路ケーブル２００のセグメントとの間に効果的な電磁結合を発生させるために、第１の
誘電体導波路ケーブル１００のセグメントの中心線と第２の誘電体導波路ケーブル２００
のセグメントの中心線との間の間隔ｄは、電磁結合が第１の誘電体導波路ケーブル１００
と第２の誘電体導波路ケーブル２００との間に発生され得る最大距離よりも小さくなるこ
とになる。
【００３４】
　説明および記述を簡単にするために、本開示では、図１に示されるように、第１の誘電
体導波路ケーブル１００のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメント
との間の電磁結合領域は、結合区間として定義される。図１に示されるように、この結合
区間において、第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメントおよび第２の誘電体導波
路ケーブル２００のセグメントの各々の軸方向の長さは、結合長Ｌとして定義される。さ
らに、図１に示されるように、この結合区間において、第１の誘電体導波路ケーブル１０
０のセグメントの中心線と第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメントの中心線との
間の間隔は、結合間隔ｄとして定義される。
【００３５】
　本開示の例示的な実施形態では、結合長Ｌおよび結合間隔ｄは、所定の動作周波数範囲
内の電磁波信号ｙが第１の誘電体導波路ケーブル１００から第２の誘電体導波路ケーブル
２００に最小損失で伝送されるように設定される。このようにして、所定の動作周波数範
囲内の電磁波信号ｙが第１の誘電体導波路ケーブル１００から第２の誘電体導波路ケーブ
ル２００に実質的に完全に伝送され得ることを保証し、それによって、信号の伝送品質を
保証することが可能である。
【００３６】
　一般に、結合長Ｌおよび結合空間ｄは、第１の誘電体導波路ケーブル１００および第２
の誘電体導波路ケーブル２００の断面形状、幾何学的寸法、および材料特性パラメータ、
ならびに電磁波信号の動作周波数に基づいて決定することができる。
【００３７】
　図２は、本開示の一実施形態による２つの隣接する誘電体導波路ケーブル１００、２０
０の断面を示す概略図である。
【００３８】
　図示した実施形態では、図２に示されるように、第１の誘電体導波路ケーブル１００は
、少なくとも、ファイバコア１１０と、ファイバコア１１０を保護するためにファイバコ
ア１１０のまわりに被覆されたクラッド１２０とを含み、第２の誘電体導波路ケーブル２
００は、少なくとも、ファイバコア２１０と、ファイバコア２１０を保護するためにファ
イバコア２１０のまわりに被覆されたクラッド２２０とを含む。
【００３９】
　第１の誘電体導波路ケーブル１００および第２の誘電体導波路ケーブル２００の幾何学
的寸法および材料特性パラメータ、ならびに電磁波信号の動作周波数および結合空間ｄが
決定された場合において、信号伝送性能への結合長Ｌの影響が図２から図４を参照しなが
ら以下に記述される。
【００４０】
　図３ａは、例１による、１５ｍｍの結合長Ｌをもつ、図２に示されたような２つの隣接
する誘電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【００４１】
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　図３ｂは、例２による、２２ｍｍの結合長Ｌをもつ、図２に示されたような２つの隣接
する誘電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【００４２】
　図３ｃは、例３による、３０ｍｍの結合長Ｌをもつ、図２に示されたような２つの隣接
する誘電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【００４３】
　図２から図３ｃに示された例１、例２、および例３では、第１の誘電体導波路ケーブル
１００および第２の誘電体導波路ケーブル２００の各々は、長方形断面を有し、第１の誘
電体導波路ケーブル１００のファイバコア１１０および第２の誘電体導波路ケーブル２０
０のファイバコア２１０の各々は、円形断面を有する。
【００４４】
　図２から図３ｃに示された例１、例２、および例３では、第１の誘電体導波路ケーブル
１００のファイバコア１１０および第２の誘電体導波路ケーブル２００のファイバコア２
１０の各々は、２．１の相対誘電率と、０．０００２の損失角とを有する。
【００４５】
　図２から図３ｃに示された例１、例２、および例３では、第１の誘電体導波路ケーブル
１００のクラッド１２０および第２の誘電体導波路ケーブル２００のクラッド２２０の各
々は、５．４の相対誘電率と、０．０００１の損失角とを有する。
【００４６】
　図２から図３ｃに示された例１、例２、および例３では、第１の誘電体導波路ケーブル
１００および第２の誘電体導波路ケーブル２００の各々は、１ｍｍ×０．８ｍｍのサイズ
をもつ断面を有し、ファイバコア１１０、２１０の各々は、０．４ｍｍの直径を有する。
【００４７】
　図２から図３ｃに示された例１、例２、および例３では、第１の誘電体導波路ケーブル
１００と第２の誘電体導波路ケーブル２００との間の結合間隔ｄは、１．１ｍｍである。
【００４８】
　図２から図３ｃに示された例１、例２、および例３では、電磁波信号の中心動作周波数
は、実質的に１４０ＧＨｚである。
【００４９】
　図４は、図２に示された２つの隣接する誘電体導波路ケーブル１００、２００が互いに
結合されたときの例１、例２、および例３による挿入損失を示す。
【００５０】
　図４において、曲線１は、結合長Ｌが１５ｍｍである場合の挿入損失を表し、曲線２は
、結合長Ｌが２２ｍｍである場合の挿入損失を表し、曲線３は、結合長Ｌが３０ｍｍであ
る場合の挿入損失を表す。
【００５１】
　図４に明確に示されているように、電磁波信号の中心動作周波数が実質的に１４０ＧＨ
ｚである場合、挿入損失は、結合長Ｌが１５ｍｍである場合に最小であり、挿入損失は、
結合長Ｌが２２ｍｍまたは３０ｍｍである場合に相対的により大きく、特に、挿入損失は
、結合長Ｌが２２ｍｍである場合に最大である。それゆえに、本開示のこの実施形態では
、結合長Ｌは、挿入損失が最小となるので１５ｍｍとして設定することができ、その結果
、電磁波信号は、この場合、損失なしに第１の誘電体導波路ケーブル１００から第２の誘
電体導波路ケーブル２００に伝送され得る。
【００５２】
　図示されていないが、第１の誘電体導波路ケーブル１００および第２の誘電体導波路ケ
ーブル２００の各々は、クラッド１２０、２２０のまわりに被覆された外側保護層をさら
に含むことができる。この場合、第１の誘電体導波路ケーブル１００と第２の誘電体導波
路ケーブル２００とを位置づける前に、第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメント
および第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメントの保護層を剥がして、クラッド１
２０、２２０を露出させることが必要である。
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【００５３】
　図５は、本開示の別の実施形態による２つの隣接する誘電体導波路ケーブル１００’、
２００’の断面を示す。
【００５４】
　図５に示された実施形態では、第１の誘電体導波路ケーブル１００’は、少なくとも、
ファイバコア１１０’と、ファイバコア１１０’を保護するためにファイバコア１１０’
のまわりに被覆されたクラッド１２０’とを含み、第２の誘電体導波路ケーブル２００’
は、少なくとも、ファイバコア２１０’と、ファイバコア２１０’を保護するためにファ
イバコア２１０’のまわりに被覆されたクラッド２２０’とを含む。
【００５５】
　第１の誘電体導波路ケーブル１００’および第２の誘電体導波路ケーブル２００’の幾
何学的寸法および材料特性パラメータ、ならびに電磁波信号の動作周波数および結合間隔
ｄが決定された場合において、信号伝送性能への結合長Ｌの影響が図５から図７ｂを参照
しながら以下に記述される。
【００５６】
　図６ａは、例４による、１２ｍｍの結合長Ｌをもつ、図５に示された２つの隣接する誘
電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【００５７】
　図６ｂは、例５による、２４ｍｍの結合長Ｌをもつ、図５に示された２つの隣接する誘
電体導波路ケーブル間の結合を示す概略図である。
【００５８】
　図５から図６ｂに示された例４および例５では、第１の誘電体導波路ケーブル１００’
および第２の誘電体導波路ケーブル２００’の各々は、長方形断面を有し、第１の誘電体
導波路ケーブル１００’のファイバコア１１０’および第２の誘電体導波路ケーブル２０
０’のファイバコア２１０’の各々は、長方形断面を有する。
【００５９】
　図５から図６ｂに示された例４および例５では、第１の誘電体導波路ケーブル１００’
のファイバコア１１０’および第２の誘電体導波路ケーブル２００’のファイバコア２１
０’の各々は、２．１４の相対誘電率と、０．０００１の損失角とを有する。
【００６０】
　図５から図６ｂに示された例４および例５では、第１の誘電体導波路ケーブル１００’
のクラッド１２０’および第２の誘電体導波路ケーブル２００’のクラッド２２０’の各
々は、５．４の相対誘電率と、０．０００２の損失角とを有する。
【００６１】
　図５から図６ｂに示された例４および例５では、第１の誘電体導波路ケーブル１００’
および第２の誘電体導波路ケーブル２００’の各々は、１ｍｍ×０．８ｍｍのサイズをも
つ断面を有し、ファイバコア１１０’、２１０’の各々は、０．２ｍｍ×０．４ｍｍのサ
イズをもつ断面を有する。
【００６２】
　図５から図６ｂに示された例４および例５では、第１の誘電体導波路ケーブル１００’
と第２の誘電体導波路ケーブル２００’との間の結合間隔ｄは、１．１ｍｍである。
【００６３】
　図５から図６ｂに示された例４および例５では、電磁波信号の中心動作周波数は実質的
に１４０ＧＨｚである。
【００６４】
　図７ａは、図５に示された２つの隣接する誘電体導波路ケーブル１００’、２００’が
互いに結合されたときの例４による理論的な挿入損失（実線で示した）および実際の挿入
損失（破線で示した）を示し、図７ｂは、図５に示された２つの隣接する誘電体導波路ケ
ーブル１００’、２００’が互いに結合されたときの例５による理論的な挿入損失（実線
で示した）および実際の挿入損失（破線で示した）を示す。
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【００６５】
　図７ａに明確に示されているように、電磁波信号の中心動作周波数が実質的に１４０Ｇ
Ｈｚである場合、結合長Ｌが１２ｍｍであるとき、実際の挿入損失（破線で示した）は最
小であり、理論的な挿入損失（実線で示した）と実質的に一致している。
【００６６】
　図７ｂに明確に示されているように、結合長Ｌが２４ｍｍであるとき、電磁波信号の中
心動作周波数が実質的に１４０ＧＨｚである場合、実際の挿入損失（破線で示した）は比
較的大きく、実際の挿入損失（破線で示した）と理論的な挿入損失（実線で示した）との
間に比較的大きい差が存在する。
【００６７】
　それゆえに、上述の分析によれば、本開示のこの実施形態では、結合長Ｌは、挿入損失
が最小となるので１２ｍｍとして設定することができ、電磁波信号は、この場合、損失な
しに第１の誘電体導波路ケーブル１００’から第２の誘電体導波路ケーブル２００’に伝
送され得る。
【００６８】
　本開示において、第１の誘電体導波路ケーブルおよび第２の誘電体導波路ケーブル、な
らびにそれらの寸法および形状は、図示した実施形態のものに限定されない。第１の誘電
体導波路ケーブルおよび第２の誘電体導波路ケーブルは、円形形状、長方形形状、多角形
形状、楕円形形状などのような任意の好適な形状および寸法を有することができる。
【００６９】
　図示されていないが、本開示は、２つの誘電体導波路ケーブルを並列接続で結合させる
ための装置をさらに開示する。装置は、第１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメント
と第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメントとが、それらの側面が互いに隣接して
配置された状態で、並列して配列され、その結果、電磁波信号が、第１の誘電体導波路ケ
ーブル１００のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル２００のセグメントとの間の電
磁結合を介して第１の誘電体導波路ケーブル１００から第２の誘電体導波路ケーブル２０
０に伝送され得るように、第１の誘電体導波路ケーブル１００と第２の誘電体導波路ケー
ブル２００とを位置づけるように構成された保持デバイスを備えることができる。
【００７０】
　本開示の例示的な実施形態では、保持デバイスは、第１の誘電体導波路ケーブル１００
を位置づけるように構成された第１の位置決め溝を有する第１の位置決め部材と、第２の
誘電体導波路ケーブル２００を位置づけるように構成された第２の位置決め溝を有する第
２の位置決め部材とを含む。
【００７１】
　本開示の例示的な実施形態では、第１の位置決め部材および第２の位置決め部材は、第
１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル２００のセ
グメントとの間の結合長Ｌを調節するために互いに対して第１の方向に移動できるように
配設することができる。
【００７２】
　本開示の例示的な実施形態では、第１の位置決め部材および第２の位置決め部材は、第
１の誘電体導波路ケーブル１００のセグメントと第２の誘電体導波路ケーブル２００のセ
グメントとの間の結合間隔ｄを調節するために互いに対して第１の方向に垂直な第２の方
向に移動できるように配設することができる。
【００７３】
　本開示の例示的な実施形態では、保持デバイスは、第１の誘電体導波路ケーブル１００
と第２の誘電体導波路ケーブル２００とを把持するための把持機構をさらに含むことがで
きる。
【００７４】
　先の記述および図示のような実施形態は例示であり、特許請求の範囲によって定義され
る本発明の範囲から逸脱することなく様々な改変または変更が当業者によって実施形態に
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行われ得ることを当業者なら理解されよう。さらに、様々な実施形態において記述された
構造は、構造または概念において互いに矛盾することなく任意の形態で組み合わせること
ができる。
【００７５】
　本開示が添付図面を参照しながら記述されたが、添付図面で開示された実施形態は、本
開示の好ましい実施形態を例示することが意図されており、本開示への限定であるとして
解釈されるべきでない。
【００７６】
　本開示の一般的着想のいくつかの実施形態が添付図面を参照しながら記述され図示され
たが、本発明の原理および精神から逸脱することなく様々な改変または変更がこれらの実
施形態に行われ得ることを当業者なら理解されよう。本発明の範囲は、もっぱら、特許請
求の範囲およびその均等物によって定義される。
【００７７】
　「備える、含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）」または「含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）」という言い
回しは他の要素またはステップを排除せず、「１つの（ａ）」または「１つの（ａｎ）」
という表現は「多数の」を排除しないことに留意されたい。加えて、特許請求の範囲のい
かなる参照番号も本発明の範囲の限定として解釈されるべきでない。

【図１】

【図２】

【図３ａ】

【図３ｂ】

【図３ｃ】

【図４】
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【図６ｂ】

【図７ａ】

【図７ｂ】
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